
原子力発電所と自治体財政

福井県敦賀市の事例
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　わが国における原子力発電所の建設は1954年にスタートし，現在は全国で53基，発電設備容量

は4,793万kWである。これはアメリカ，フランスに次ぐ世界第３位となる発電設備容量であり，

原子力発電国といえる。

　原子力発電は，石油・天然ガス・石炭などを活用した発電と異なり二酸化炭素の排出量が少な

い一方で，施設の安全性に不安を抱える。燃料にウランを用いるため，発電所施設で事故が起こ

ると放射性物質が外部に漏れ，自然環境のみならず人体にも多大な被害をもたらすおそれがある。

きわめてリスクが高い資産であることから，国内においてその建設には消極的な意見が多い。

　このような特徴を有するため，原子力発電所の建設計画において最も困難な過程は，立地の選

定である。わが国では引き受け地域の自治体に対し，リスク資産の受け入れと引き換えに多様な

財政支援措置を設けることにより，原発建設を促進してきた。原子力施設への課税特例（固定資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）産税，核燃料税，核燃料物質等取扱税など）や，国の一般会計および電源開発促進対策特別会計を通

じた数々の交付金制度などである。これにより，国は電カエネルギーの安定供給を可能にし，自
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治体においては原発関連事業から生じる安定的な財政収入を確保した。わが国の原発を巡る国と

地方自治体との間には，財政を通じた相互関係が築かれている。

　福井県は早くから原発の受け入れに積極的であり，現在，敦賀市，美浜町，おおい町，高浜町

に14基が存在する。敦賀市では, 1963年に建設が決定し, 1967年に建設開始, 1970年より運転が

始まった。 2009年３月末時点で，電気事業用原子炉２基，研究用原子炉２基（ただし，研究用原子

炉「ふげん」にっいては廃炉）がある。敦賀市における原発建設は国の財政支援措置が講じられる

以前から始まっているが，その後の原子力関係施策は敦賀市財政に多大な影響を与えたと考えら

れる。

　敦賀市は, 1988年度より地方交付税不交付団居≒ヽある。日本原子力発電株式会社敦賀発電２号

機に対する固定資産税の収入増が要因であった。 2007年度の財政力指数は1.14と，きわめて高い

水準にある（同年の全国における不交付団体数は，市町村で186団体）。

　原子力発電所とその所在地および周辺の自治体財政には，密接な関係がある。本稿では，福井

県敦賀市を事例に原発立地が自治体財政に与える影響を考察する。このため，まず原子力発電

に関する政策の展開や経済的地位を把握し，国による財政支援措置について整理する。次いで，

財政の収入構造と原発関係の交付金活用事業に焦点をあてて，敦賀市財政を分析する。

１。原子力発電の経済的位置づけ

　1 ― 1.電力供給の促進政策とその変遷

　第二次世界大戦後，わが国は発電力不足に陥り，電力需給は逼迫した状態にあった。そのため

1952年に電源開発促進法を制定し，政府出資の電源開発株式会社が設立された。 1957年には日本

原子力発電株式会社（以下，日本原電（株）という）が設立される。その後，経済の高度成長とと

もに電力需要が増大していくのに対し，企業と政府の共同出資による火力発電所が建設されてい

く。重油火力による電源開発が中心であった。

　1964年電気事業法が公布され，電カエネルギー政策は質的重視へと移行していく。しかし発電

所立地候補地における地域住民の反対運動により，受け入れを断念する自治体が絶たず，電源開

発は遅れをみせていた。そのような中で1973年に石油危機が起こり，天然資源に頼らない原子力

発電およびその拡大の必要性は，ますます高まっていく。

　そこで，国は1974年「電源三法」を制定した。電源三法とは，「発電用施設周辺地域整備法」，

「電源開発促進税法」，「電源開発促進対策特別会計法」を指す。円滑な電源開発を推進すること

を目的とし，達成のための手段として電源立地の受け入れ自治体に対する財政支援措置を設けた。

具体的には，一般電気事業者の販売電気の電力量に一定率で課税する制度，電源地域振興制度と

各種の交付金制度の創設である。交付金制度については，とりわけ原子力発電を対象とするもの

が多い。

　1980年，電源多様化対策が追加された。海外での原発事故を受け，原子力発電に対してより一

層の財政支援強化が実施されたのである。

　さらにＸ）01年，「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」が設けられた。目的は。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（628）
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［図表1］エネルギー需給と経済成長の推移
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（出所）資源エネルギー庁「エネルギー白書2009J p.102より転載。
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発電所施設の立地地域および周辺地域の産業と生活環境の整備を図ることにある。国の負担割合

を５％上乗せで増額する特例（10年間の時限立法）や，特別措置を受けるものの財源のために起こ

した地方債の元利償還に対する経費を，基準財政需要額に算入することなどが定められている。

　図表１は，エネルギー需給と経済成長の推移である。 60年代後半から1970年にかけて供給量お

よび消費量は飛躍的に増加しており，80年代後半から90年代前半にかけて再び急増している。エ

ネルギーの需給と経済発展が相関関係にあることがみてとれる。

　そこで図表２にて電源別発電供給量における割合の推移をみると，80年代までは石油エネルギ

ー中心であったのが，21世紀以降は原子力をトップに天然ガスおよび石炭へとエネルギー源が移

行していることがわかる。１っは，原子力発電の開発推進を目的とした法整備の充実化による。

もう１っは，わが国のエネルギー自給率が90年代より約４％であることから，輸入量の変化によ

るものと考えられる。

　1 ― 2.原子力への転換理由

　塚谷［2010］によると，戦後のわが国における原子力開発は，アメリカの核政策のグローバル

化といった外的要因と，原子力の平和利用の推進という内的要因により進められたとされる。こ

れによりわが国の原子力開発体制が整備され，日米の２国回協定に基づいたアメリカの原子力技

術が導入されてぃっﾊﾟﾑ

　原子力に関する政策は，「原子力政策大綱」において，その研究目的，理念および利用が具体

的に示されている。それらの目的は，「厳に平和の目的に限り，安全の確保を前提に，将来にお

けるエネルギー資源を確保し，学術の進歩と産業の振興とを図り，もって人類社会の福祉と国民

生活の水準向上とに寄与するこよにあり, 1956年以降，原子力委員会によってその長期計画が

（629）
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［図表２］電源別発電供給量の推移
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（出所）電気事業連合会［2009］「原子力・電気図面集」より転載。
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策定されてきた。

　21世紀に入り，計画において注目すべき点は，エネルギーの安定供給と環境問題との関係への

着目である。エネルギー需要の増大に伴う地球温暖化を最も重要な問題と捉え，2005年の京都議

定書の発効に伴い（省エネルギー努力に最大限に取り組む一方，温室効果ガスである二酸化炭素

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）の排出量の少ないエネルギー源を最大限に活用していくことが必要」との認識が明記されている。

そのうえで，原子力発電による二酸化炭素の排出は太陽光や風カエネルギーと同レペルであるに

もかかわらず，それよりもエネルギー密度が高く供給が安定していること，放射性廃棄物は人間

の生活環境への影響を有意なものにすることなく処分できること，核燃料のリサイクル利用によ

り供給安定性を一層改善できることなど，原子力発電の優位性が示されてぃぷｽ

　原子力発電は長期にわたるエネルギー安定供給のみならず，グローバル化した環境汚染の抑止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）力としても期待されていることがわかる。 21世紀以降の環境問題に適合したエネルギー源との位

置づけがなされている。

　1 ― 3.原子力発電の規模

　図表３に示されるようにわが国には53基の原子力発電所がある(2009年３月末)。その設備容

量は世界第３位であり，発電量の割合では第５位を誇る。同じく原子力発電国であるアメリカは，

設備容量では第１位にあるものの，発電量割合は第９位となっている。

　原動力別エネルギー総供給の構成は，図表４のとおりである(2006年度，実績)。原子力が30％

台と最も高く，次いで天然ガスと石炭が約25％である。

　わが国の電力供給は，政策的に石油エネルギーから原子力へと転換した。原子力発電の存在意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(630)
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［図表３］わが国の原子力発電所の立地状況
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(２００９年３月末現在)
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［図表４］原動力別エネルギー総供給の構成

（出所）資源エネルギー庁「エネルギー白書2009」に基づき，筆者

　　　作成。

義は，経済成長の進展に伴う電力不足の解消および安定的供給源の確保と，原子カエネルギーの

平和的利用にある。とりわけ近年は，国際社会との関係から平和利用の拡大が求められる一方，

新たな環境問題に対して適合的であるため大きな期待がなされている。しかし原子力発電所は自

治体にとってリスク資産であり，立地の際にかなりの困難を有する。そこでこれへの対応策とし

て70年代より様々な施策が講じられてきたが，そのほとんどは所在地自治体への財政支援措置で

あった。

２。原発所在地自治体に対する財政措置とその役割

　２－１．電源三法交付金制度

　（1）電源三法と交付金制度の概要

　60年代から70年代にかけて，エネルギー源を石油から原子力へと転換させる必要を感じたわが

国政府は，その促進策として1974年に「電源三法」を制定した。これは「発電用施設周辺地域整

備法」，「電源開発促進税法」，「電源開発促進対策特別会計法」から成り，発電用施設の設置およ

び運転の円滑化を図ることを目的としている。

　「発電用施設周辺地域整備法」では，発電用施設の周辺の地域における公共用の施設の整備を

促進することにより，地域住民の福祉の向上を図り，もって発電用施設設置の円滑化に資するこ

とを目的としている（第１条）。

　「電源開発促進税法」は，原子力発電施設の設置の促進及び運転の円滑化を図る等のための財

政上の措置並びにこれらの発電施設の利用の促進及び安全の確保並びにこれらの発電施設による
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　［図表５］各種交付金制度
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年度　　　　　　交付対象者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算額　　　　都道府県　　　市町村

電源立地地域対策交付金　　　　　　　　　　　　　　　1,117億円

　　電源立地等初期対策交付金　　　　　　　　　　　　　51億円　　　　●　　　　　　●

　　電源立地促進対策交付金　　　　　　　　　　　　　198億円　　　　●　　　　　　●

　　原子力発電施設等周辺地域交付金　　　　　　　　　303億円　　　　●

　　電力移出権等交付金　　　　　　　　　　　　　　　309億円　　　　●

　　原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金　　　189億円　　　　　　　　　　　●

　　水力発電施設周辺地域交付金　　　　　　　　　　　　68億円　　　　●

電源立地等推進対策交付金

　　原子力発電施設立地地域共生交付金　　　　　　　　　11億円　　　　●

　　核燃料サイクル交付金　　　　　　　　　　　　　　　32億円　　　　●

　　原子力発電施設等立地地域特別交付金　　　　　　　　31億円　　　　●

　　広報・安全等対策交付金　　　　　　　　　　　　　　12億円　　　　●

電源地域産業育成支援補助金　　　　　　　　　　　　　　２億円　　　　　　　　　　　●

電源地域振興促進事業費補助金　　　　　　　　　　　　　84億円　　　　●　　　　　　●

（出所）資源エネルギー庁［2009］「電源立地制度の概要」より筆者作成。

電気供給の円滑化を図る等のための措置が定められている。具体的には，一般電気事業が販売す

る電気の電力量に対して一定率で課税し，それを電源開発促進対策特別会計法によって設立され

る交付金の財源に充てる。電力業者にのみ特別に税を課すことになるが，これの立法趣旨は，使

用目的と負担との関係が密接な点にあぶｽ当時の大蔵省主税局長の答弁によると，「一般財源を

もって周辺対策を行うというよりは，その経費とコストの結びっきを明確にするほうがよりよろ

　　9）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）しい」とされ，課される税額は「発電のためのコストの一部と考えるべきである」と述べられて

いる。

　「電源開発促進対策特別会計法」とは，電源開発促進税の収入を財源として行う対策に関する

政府の経理を明確にするための特別会計を設置することを規定したものである。同法では，石油

に代替するものとして，新エネルギー技術総合開発機構，核燃料サイクル開発機構への出資等が

記載されている。

　このような電源三法に基づいて創設される財政支援措置は，２つに大別される。１っは施設周

辺地域の整備を目的とした交付金，もう１っは電源三法に記された目的を達成するための財政上
11）

措置である。 2009年度時点で創設されているものとして，前者は電源立地地域対策交付金，後者

　　　　　　　　　　　　　　　　　12）については電源立地等推進対策交付金，電源地域産業育成支援補助金，電源地域振興促進事業費

補助金がある。図表５は，各種交付金制度の予算額と交付対象者を示す。

　②　交付金の活用

　電源三法に基づく交付金制度の中核を成すのが，電源立地促進対策交付金である。これは公共

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(633)



　50　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第58巻・第４号）

用施設整備事業および地域活性化事業に活用することができる。前者が指している具体的な対象

事業は，①道路，②港湾，③漁港，①都市公園，③水道，⑥通信施設，⑦スポーツまたはレクリ

エーションに関する施設，⑧環境衛生施設，⑨教育文化施設，⑩医療施設，⑥社会福祉施設，⑩

消防に関する施設，⑩国土保全施設，⑩道路交通の安全に関する施設，⑩熱供給施設，⑩産業の

振興に寄与する施設である。後者は，①地場産業支援事業，②地域資源利用魅力向上事業，③福

祉サービス提供事業，④環境維持・保全・向上事業，⑤生活利便性向上事業，⑥人材育成事業を

対象とする。

　予算の中で圧倒的に多額なものが原子力発電施設等周辺地域交付金と電力移出県等交付金であ

る。両者は，交付対象者が都道府県となっており，発電施設（ただし，前者は原子力発電に限る）

の周辺地域の住民・企業等に対する給付金の交付，当該地域の住民が通勤できる地域への企業導

入，産業の近代化の措置，福祉対策措置に要する費用に充当される。

　原子力発電所の所在地自治体に対する財政支援制度はきわめて多様であり，交付金にいたって

は巨額の予算が用意されている。それらの活用については，先に述べた「原子力政策大綱」に記

される目的と合致するように，産業および地域住民の生活基盤の整備（社会資本整備）のための

費用に充当することが決められている。

　２－２．原子力事業への課税特例

　原子力発電所ならびに電気事業者に対し，地方自治体が条例に基づいて課税できるものには，

次のものがある。固定資産税（税制上の耐用年数は15年），核燃料税，核燃料等取扱税，核燃料物

質等取扱税である。核燃料税とは核燃料価格の７％を発電用原子炉設置企業に対して課税するも

ので，現在13道県にて実施されている。また後者２者は，再処理工場での取扱いに対する課税で

あり，茨城県および青森県で創設されている。

　原子力事業への課税の特例は，自治体にある程度の裁量を与えた形で地方税法にて定められて

りお 自治体の自主財源となるため，税収確保の手段として重要な役割を担う。

　以上のように原発関連の財政措置は，立地所在地である自治体に対して建設スタートから交付

金および補助金という形で多額の支援を行い，運転開始以降は地方税収入の面からも自治体を支

えるしくみにある。一方，原発所在地自治体はこれを財源に様々な社会資本整備事業や福祉事

業に取り組むことができる。このような財政制度を通じた国と地方自治体の相互関係を土台とし

て，わが国は原発建設を可能にしているのである。

３。福井県と敦賀市における原子力発電所の位置づけ

　３－１．福井県における原発の経済的位置づけ

　（1）福井県の「総合開発計画」と原発誘致

　福井県において原発誘致計画がスタートしたのは, 1957年のことである。県知事を会長とする

福井県原子力懇談会が設置され，原子力の平和利用の促進および県内の産業振興を図ることを目

的に，原発誘致の検討が進められていった。 1960年に『福井県総合開発計画書』が作成され，産
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［図表６］福井県における原子力発電所の立地

（出所）原子力の科学館あっとほうむホームページより転

　　　載。
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業構造転換のための電力供給基地として，原発誘致は福井県の重要課題と位置づけられる。その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）後, 1962年に県議会において誘致に関する決議が可決された。

　原発の建設にあたってば，自治体による政策方針や地域住民の理解のみでは現実化しない。立

地条件が整っていることが前提となる。 1962年における県議会での可決後，候補地の選定が始ま

った。条件は主に２っある。第１に，大量の水を要することと，施設の土台に固い岩盤が必要で

ある点などから，海岸沿いが望ましい。第２に広い敷地を要することから，過疎的地域が選ば

れやすいということである。これに合致したのが若狭地区であった。とりわけ美浜町や高浜町に

おいては，原発立地による地域否匪化と過疎からの脱却が，誘致の最大の理由であった。図表６

をみるとわかるように，原発建設が若狭湾に集中し，現在この地域一帯は原発銀座と呼ばれる。

　②　福井県における原子力発電所の経済的位置づけ

　2010年１月８日時点の福井県における原子力発電所は，運転中のものが13基，建設中が１基の

計14基がある。図表７に示される都道府県別原子力発電所数をみると，これは国内最多にある。

総発電設備容量では国内の22.8%となっており，発電量では24.7%を占める（後者にっいては，図

表８を参照）。わが国の原子カエネルギーによる電力供給において，きわめて重要な地位にあると

いえる。

　原発施設が有する機能別にみてみると，わが国には53基の原発があるが∩－３おょび図表３，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14)参照。)，福井県にある施設は運転・商業化機能のほか，研究開発機能を担っている。

原発の誘致前の福井県における中心産業は，農業，林業，水産業，繊維産業であった。近年，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）古山［2002］の研究によると，福井県における最大付加価値産業は「電力」との結果が得られて

おり，原発が集中していることが産業連関表に現れているとの見解が示されている。

　21世紀以降における福井県の原発に対する考え方は，2005年に策定された「エネルギー研究開
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［図表７］都道府県別にみた原子力発電所の数

順位　　道　県　名　　　基数　　　出力（万kW）　　　割合（％）

　１　　　　福　　　＃　　　　13　　　　　1,128.5　　　　　　　　22.8

　2　　　　福　　　島　　　　10　　　　　　909.6　　　　　　　　18.3

　3　　　　新　　　潟　　　　7　　　　　　821.2　　　　　　　162.6

　4　　　　静　　　岡　　　　5　　　　　　499.7　　　　　　　　10.1

　5　　　　佐　　　賀　　　　4　　　　　　347.8　　　　　　　　7.0

　6　　　　宮　　　城　　　　3　　　　　　217.4　　　　　　　　4.4

　7　　　　愛　　　媛　　　　3　　　　　　202.2　　　　　　　　4.1

　8　　　　石　　　川　　　　2　　　　　　189.8　　　　　　　　3.8

　9　　　　鹿　児　島　　　　2　　　　　　178.0　　　　　　　　3.6

　10　　　島　　　根　　　　2　　　　　　128.0　　　　　　　　2.6

　1↓　　　北　海　道　　　　2　　　　　　115.8　　　　　　　　2.3

　12　　　茨　　　城　　　　1　　　　　　　110.0　　　　　　　　2.2

　13　　　青　　　森　　　　1　　　　　　　110.0　　　　　　　　2.2

　合　　　　　　　計　　　　55　　　　　4,958.0　　　　　　　100.0

（注）2006年３月末の運転中のものに限る。

（出所）福井県環境・エネルギー懇話会［2008］「知っておきたい　福井県のエネルギーJ p.26より

　　　転載。

［図表８］原子力発電所の発電量に占める福井県の割合とその推移

S60 H2 H7 H12 H15 H16 H17

　　　皿福井県の発電量（　）内の数字は本県の占める割合

（注）2006年３月末の運転中のものに限る。

（出所）福井県環境・エネルギー懇話会［2008］「知っておきたい　福井県のエネルギーJ p.42より転載。

H18(年度)

発拠点化計画」からうかがえる。そこでは，立地にあたっての基本三原則として①安全の確保，

②地域住民の理解と同意，③地紋巨久的福祉の実現が掲げられている。また，地域振興との関係

で，①雇用面などでの地域経済への効果，②社会資本整備や生活環境の改善による産業の振興，

③立地市町村の財政力向上が期待されている。原発は地域振興に大きく寄与しているとの認識か
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ら，県の重要産業として位置づけられており，交付金の効果的な活用が目指される。

　原子カエネルギーにおける福井県の役割はきわめて大きい。電力業は県の産業特性であり，も

たらす付加価値は巨額である。すなわち国のみならず福井県においても，原発は経済的に重要な

位置づけにあるといえる。しかしその一方で，万が一事故が起こると，それは地域住民の生活や

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巾人体へ多大な損害を与える可能性があり，きわめて危険度の高いリスク資産である。

　３－２．敦賀市の原発誘致の経緯

　（1）敦賀市の地勢

　敦賀市は，福井県のほぼ中央に位置し，北は日本海に面し，三方は山に囲まれる。面積は

250.75平方キロメートルであり，若狭湾に大きく張り出した敦賀半島と54キロメートルに及ぶ海

岸線が敦賀湾に天然の良港を形成している。きわめて歴史の古い港町である。

　②　原発建設の経緯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）　敦賀市における原発誘致の経緯は，次のとおりである。 1961年に坂井郡川西町（現，福井市）

が日本原電（株），科学技術庁，関係電力会社等に誘致を陳情したものの，地質調査により不適切

との判断が下された。このため1962年，日本原電（株）が敦賀半島の立石・浦底・色ケ浜地点と丹

生地点を推薦し，これを受けて県知事が敦賀市長と美浜町長に協力を要請する。地域振興の貢献

への期待から双方が賛意を表明すると，両地点の調査が始まった。その結果，ともに適地との調

査結果を得る。そこで日本原電（株）が建設用地を買収し，美浜地点については関西電力株式会

社へ譲渡した。 1965年，原子炉設置の許可が下り, 1966年に建設着工, 1969年には初送電に成功

した。そして翌年より敦賀発電所１号炉の営業運転がスタートする。また，同年，動力炉・核燃

料開発事業団において設置許可が下り, 1974年に動燃事業団の「ふげん」が営業運転を開始した。

　現在，敦賀市は日本原電（株）の敦賀発電所１号機（沸とう水型軽水炉），敦賀発電所２号機（国

産改良標準型加圧水炉），核燃料サイクル開発機構のもんじゅ（高速増殖原型炉）の３基の原子力発

　19）電所のほか，２基の火力発電所を有している。

　原発建設以前は，敦賀半島の先端に道はなく，陸の孤島と言われていた。その中で，原発誘致

の話は地域発展の期待を大きくさせ，原発誘致計画は比較的スムーズに進んだとされる。そして

実際，敦賀市は原発立地により，経済的に飛躍的な発展を遂げたのである。

４。敦賀市財政と原電関連事業との関係

　4 ― 1.敦賀市財政の特徴

　（1）敦賀市の原子力行政

　2007年４月１日時点における市の職員数は，一般職員数が505人（うち技術労務員50人），教育公

務員が19人の計524人である。特別職は市長，副市長２人，教育長，議会議長，議会副議長，議

員24人となっている。

　敦賀市の行政機構は，総務部，企画政策部，市民生活部，福祉保健部，産業経済部，建設部，

水道部で構成される。このうち，企㈲政策部内に「原子力安全対策課」が設けられており，その
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［図表９］敦賀市財政の収支状況
(単位：百万円)

　　　　　　200↓年度　　2002年度　　2003年度　　2004年度　　2005年度　　2006年度　　2007年度

歳入総額　　32,316　　32,924　　28,264　　28,237　　28,213　　28,102　　26,466

歳出総額　　31,068　　32,153　　27,450　　27,254　　27,463　　27,248　　25,445

（出所）各年度の「決算カード」に基づき，筆者作成。

［図表10］敦賀市の財政力指数の推移

　　　　　　　2001年度　　2002年度　　2003年度　　2004年度　　2005年度　　2006年度　　2007年度

財政力指数　　1.26　　　　1.27　　　　1.28　　　　1.24　　　　1.19　　　　1.16　　　　1.14

（出所）各年度の「決算カード」に基づき，筆者作成。

業務内容は①原子力発電所の安全確保，②原子力情報提供・知識普及，③敦賀市原子力発電所懇

談会の運営，④全国原子力発電所所在市町村協議会事務局にある。

　②　敦賀市の財政の特徴

　敦賀市財政の特徴は，次の７点に整理できる。

　第１に歳出総額に対し歳入総額が上回っており，実質赤字比率で赤字が発生していない。

2007年度でみると，歳出総額が264.6億円，歳入総額は254.4億円で，差し引き10.2億円の黒字と

なっている（図表９を参照。）。

　第２に，財政力指数が１を超えている（図表↓Oを参照。）。このため，敦賀市は不交付団体であ

る。

　第３に歳出内訳をみると，目的別では民生費が圧倒的に大きく，2001年度で歳出総額の17.9%,

2004年度24.8%, 2007年度27.7%と，そのウエイトは年々増加傾向にある。性質別では人件費が

最も多く20％前後（2001年度20.1%, 2004年度22.4%, 2007年度21.3%),職員給は12～14％を占めて

いる。これは，直営の保育園の数ならびに勤務する職員数が多いことが主な原因とされている。

物件費は13～15％の一定幅で推移している。変化が激しいのは，扶助費と普通建設事業費である。

扶助費は，2001年度17.1億円で歳出総額の5.5%であったが，2007年度は29.6億円，ウエイトで

は11.6％と倍増した。社会全体で少子高齢化が進展しているが，敦賀市においても高齢化は進ん

でいるといえる。一方，普通建設事業費については，2001年度83.9億円で全体の27.0％と最も高

いウエイトを示していたが，年々それは低下し，2007年度では31.7億円，全体の12.5%と縮小し

ている（図表11を参照。）。

　第４に　自主財源比率が歳入全体の約７割を占めている。うち，地方税収入が2001年度183.4

億円（歳入総額の56.8%), 2004年度153.2億円（同54.3%), 2007年度153.0億円（同57.8%)であり，

歳入全体の52～57％前後を占める（図表12を参照。）。

　第５に，地方税収入のうち，固定資産税収入がきわめて大きい。 2001年度123.9億円で地方税

収入の67.6%, 2004年度103.3億円で67.4%, 2007年度87.6億円で57.3%となっている。自主財

源比率の高水準の維持ならびに地方税収入が大きいのは，課税特例を受けての固定資産税収入が

巨額であるためである（図表13を参照。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（638）
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［図表14］福井県における電源立地地域対策交付金の実績
(単位：百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　2004年度　　　　　2005年度　　　　　2006年度　　　　　2007年度

　　　　　　　　　　　　　　金額　　構成比　　金額　　構成比　　金額　　構成比　　金額　　構成比

電源立地地域対策交付金　12,822　76.0％　13,860　80.0％　15,875　80.8％　14,761　71.9%

電源立地等推進対策交付金　　1,841　10.9％　　1,100　　6.3%　　1,392　　7.1%　　2,570　12.5%

原子力施設等防災対策等交付金　　1√L09　　6.6%　　1,182　　6.8％　　1,075　　5.5%　　1,883　　9.2%

電源立地等推進対策補助金　　↓,087　　6.4％　　1,↓89　　6.9％　　1,316　　6.7％　　↓,306　　6.4％

電源三法交付金等の総合計　16,860　100.0％　17,331　↓00.0％　↓9,659　100.0％　20,522　100.0％

県町県　　　　　　分　8,479　50.3％　9,143　52.8%　9,616　48.9%　11,353　55.3%

・村

市別市　町　村　分　　8,305　49.3%　　8,113　46.8%　　9,967　50.7％　　9,095　44.3%

　　　敦　　　賀　　　市　　2,848　16.9%　　3,196　18.4%　　4,013　20.4%　　1,629　　7.9%

　W　箆ぷ:4ぽ回F施設等立　　6,727　39.9%　　7,231　41.7%　　8,984　45.7%　　8,016　39∠L％

　　　嶺南地域合計　7,688　45.6%　7,750　44.7%　9,414　47.9%　8,445　41.2%

（出所）（財）福井原子カセンター［2009］より，筆者作成。

　第６に，原発立地による財政収入をみると，発電所関係３社からの固定資産税は歳入総額の約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）16% (地方税収入の約30％），電源立地地域対策交付金は約４％（国庫支出金の約43%)を占める。

　第７に，依存財源については，国庫支出金が歳入総額に占める割合は10～12%,県支出金が５

％程度であり，地方債依存度は６～７％にとどまる（図表12を参照。）。

　敦賀市財政はきわめて健全な状態にあるが，それは原子力発電所に関する税収ならびに国から

の財政支援措置による財政収入を基礎としている。

　（3）交付金の実績と活用事業

　福井県における電源三法交付金等交付実績は，図表14のとおりである。電源三法交付金のうち，

ほとんどが電源立地地域対策交付金である。 2007年度における電源三法交付金等の総合計205.2

億円のうち，電源立地地域対策交付金は147.6億円あり，全体の71.9%にのぼる。県と市町村で

は，およそ半分ずつのウェイトにある。団体別にみると，交付金の充当割合には幅があることが

分かる。

　敦賀市における電源立地地域対策交付金の具体的な活用事業は，図表15に示すとおりである。

これをみると，公営の保健福祉施設に対する維持運営事業項目が多く，ほとんどが従事者に対す

る人件費に充当されている。また，2006年度以降は障害者や高齢者，乳幼児の医療費の支払いに

対する助成がなされている。

　交付金による活用事業の特徴は，一般会計の目的別歳出における民生費および扶助費のウェイ

トの高さと，性質別歳出の人件費割合の高さに表れている。交付金の存在が，歳出構造へと大き

な影響を与えているといえる。

　敦賀市財政の健全性は，原発立地による財政措置の恩恵によるものであった。それは，自主財

源および依存財源の両面から伺える。市の財政は，原発関連事業に伴う財源を土台に財政構造が

構築されており，原発の存在はきわめて大きい。
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　４－２．敦賀市財政へのアプローチ

　（1）原発と市民生活との関わり

　敦賀市の人口は68,402人（2005年1明現在，国勢調査）であり，そのうち65歳以上が］よ260人で

全体の約20％である。世帯数は25,742世帯ある。 15歳以上の就業者数は34,159人で，第１次産業

への従事者が2.5%,第２次28.7%,第３次68.4%となっている。電気・ガス・熱供給・水道業

の従業総数は1,017人であるが，日本原電（株）の従業員数は439人，核燃料サイクル開発機構に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ
おいては70人いる。下請け企業等を含むと，原子力関連の従事者は約１万人いると言われており，

就業者数の約３分の１を占めている。原発の雇用創出効果はきわめて大きい。電源地域産業育成

支援補助金の使途を慎重に検討し，財政支援措置と雇用との関係をより明確にすることで，雇用

創出効果はより高まると考えられる。

　一方，電源立地促進対策交付金は，市民生活と直接的に深く関わる。先にも述べたように当

該交付金は公共用施設整備事業（16項目）および地域活性化事業（６項目）に活用することができ

る。現在，敦賀市における電源三法交付金の活用方法は，主として公共福祉施設に従事する職員

の給与（人件費）ならびに医療費助成である。今後，交付金の利用が交付金の創設目的および敦

賀市民の要望と適合的であるかどうかを１っ１っ考察し，その有効欧を検証していく必要がある。

例えば，社会資本整備が特定地域に偏在していたり，福祉事業の展開が市民生活の実情と合致し

ていなかったりしてはならない。市民ならびに企業の要望を把握し，交付金制度を活用しながら

市の地域政策を効率的に行うことにより，地域経済の一層の発展が期待できる。

　②　自治体経営に与える影響

　敦賀市財政は原発に対する財政支援措置への依存度がきわめて高いが，原発は固定資産である

ため耐用年数があり，減価償却の対象である。したがって固定資産税の年々の減少は避けること

　　　　22）ができない。また，交付金制度は廃炉あるいは施設解体までの措置であり，原発の運転継続およ

び施設の存続を前提としている。恒久的に安定した自治体財政を維持していくためには，原発財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23）源以外での収益性の追求が不可欠なる。現・市長は，「原発との共存共栄は間違っていない」と

の認識を表明しており，今後，敦賀発電所３号機および４号機の建設が予定されている。

　原発への財政依存体制からの脱却は，市の経済構造に大きな転換をもたらす可能性がある。し

かし長期的視点に立ち，原発関連事業以外の産業育成を図り，財源の安定化を目指す必要がある。

おわりに

　本稿は，福井県敦賀市を事例に，原子力発電所の存在が自治体財政に与える影響について考察

した。原発を巡る国と自治体との関係は，財政を通じて密接な関係にある。国は電源開発の主軸

として原発建設の促進を図ってきたが，きわめて危険度の高いリスク資産であるため地域住民の

反対が強く，ほとんどの自治体は受け入れに消極的であった。その解決策として設けられたのが，

所在地自治体への財政支援措置，すなわち電力事業者への課税特例および多様な交付金制度であ

る。

　原子力発電所が４基立地する福井県敦賀市の財政は，次のような特徴を有する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(644)
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　第１に地方税収入のうち固定資産税収入のウエイトがきわめて大きい（2001年度は地方税収入

の67.6%, 2007年度は57.3%)。発電所関係３社からの固定資産税は歳入総額の約16% (地方税収入

の約30％），電源立地地域対策交付金は約４％（国庫支出金の約43%)を占める。しかし原発施設は

減価償却されていくため，固定資産税収入は年々減少していく傾向にある。

　第２に歳入構造において，自主財源が全体の約７割，地方税収入が５割強を占める。この結

果，地方交付税の不交付団体となっている。

　第３に国庫支出金が歳入総額に占める割合は10～12%,県支出金が５％程度であるが，この

相当部分が原発関係の交付金である。その使途は主に，公営の保健共福祉施設の職員給与ならび

に医療費助成に活用されている。

　第４に，歳出構造においては，民生費が圧倒的に大きく，そのウエイトは年々増加傾向にあり

2007年度は歳出全体の27.7%である。性質別歳出では人件費が最も高く20％前後（2007年度21.3

％），職員給は12～14％（2007年度12.4%)に達する。高齢化の影響を受けて，扶助費のウエイト

は2001年度から2007年度の８年間で倍増し, 5.5%から11.6％となった。これに対し，普通建設

事業費は27.0%から12.5%へと半減している。

　敦賀市は，原発に対する国からの財政支援措置の恩恵を存分に受けて，財政の健全性を維持し

っづけてきた。交付金の活用にみられる特徴は，市財政の歳出構造に顕著に表れている。また就

業構造において，就業人口の３分の１が原子力関連の従事者であり，原発は地場産業として市の

産業構造の土台となっている。原子力発電は，敦賀市の経済構造の中心となっている。

　なお，特別会計をあわせた財政分析および交付金実績の分析は不十分である。福井県および他

の原発立地３町の財政分析を行うことで，原発所在地における自治体財政の特質は一層鮮明にな

る。次の課題としたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

1）特別会計の整理・合理化に伴い, 2007年度以降，石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計

　と統合し，「エネルギー対策特別会計」が創設された。主な変更点は，電源開発促進税を特別会計に

　直入する構造が見直され，石油石炭税と同様に一般会計から必要額を特別会計に繰り入れる仕組みへ

　と変更された。

2）20↓O年度より交付団体となる見通しであることが公表されている。その理由は，原発の減価償却に

　よる税収減が大きいことによる。

3）塚谷［2010],参照。

4］原子力委員会[2005], p.1。

5）同上, p.10。

6）同上, p.10,参照。

7）山川［1986］では，わが国における80年代までの原子力政策の展開過程を５期区分し，第５期とな

　る1979年以降の政策は，総合安全保障政策推進の一環として重要な役割を担っていたと説明される

　（山川［1986], pp. 3-5,参照。］。

8）文部科学省・経済産業省（20051，p添参照。

9）同上, p.6。

10）同上, p.6。

1↓）2003年より，電源立地等初期対策交付金，電源立地促進対策交付金，原子力発電施設等周辺地域交

　付金，電力移出県等交付金，水力発電施設周辺地域交付金，原子力発電施設等立地地域長期発展対策
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　　交付金６種が統合された。

　12）その内訳として，原子力発電施設立地地域共生交付金（2006年に制定），核燃料サイクル交付金

　　（同），原子力発電施設等立地地域特別交付金，広報・安全等対策交付金がある。

　13）塚谷（20101，参照。

　14）原発について，国土構造との関係からみた役割を考察しているのが，山川［1987］である。そこで

　　は，原子力施設の機能を①中枢管理機能，②研究開発機能，③具体化・製品化機能，①運転・商業化

　　機能の４分類している。そして実際の配置から，①は首都東京の都心部，すなわち日本経済を総括す

　　る位置，②は大学などの研究機関については首都圏の都心からそれほど離れていない地点，すなわち

　　首都機能の分散先とされる中核都市，実践的技術の試験研究については首都圏外縁部ならびに大阪市

　　近郊と整理する（山川[1987], pp.134-↓39，参照。）。

　15）福井県は原子力発電14基のほか，水力発電所29，火力発電所３，風力発電所２基を備えている。

　16）古山［20021，参照。なお，全国的には「住宅賃貸業」「商業」が第１位であった。

　17）これまでの原子力発電所における主な事故には，次のようなものがある。福井県内においては，

　　1981年の敦賀発電所１号機における一般排水路放射能漏えい事故, 1991年の美浜発電所２号機におけ

　　る蒸気発生器伝熱管破断事故, 1995年の高速増殖原型炉もんじゆナトリウム漏えい事故, 1999年の敦

　　賀発電所２号機における１次冷却水漏えい事故, 2004年の美浜発電所３号機における２次系配管破損

　　事故がある。また，県外では1997年に東海再処理施設の火災・爆発事故, 1999年には茨城県東海村に

　　て（株）ＪＣＯのウラン加工施設で日本初の臨界事故が起こった。海外をみると, 1979年にアメリカペ

　　ンシルバニア升|のスリーマイル島原子力発電所２号機で, 1986年には旧ソ連ウクライナ共和国にある

　　チェルノブイリ原子力発電所で大きな事故が発生している。

　18）美ノ谷［198］』，参考。

　19）核燃料サイクル開発機構による新型転換炉ふげん発電所については, 2003年３月29日に運転を終了

　　した。

　20）敦賀市［2010],参考。

　21］（社）原始燃料政策研究会［2009］における敦賀市長インタビューより，抜粋。

　22）2003年，全国原子力発電所所在市町村協議会からの「原子力発電所所在市町村の安全確保と地域振

　　興に関する要望書」では，固定資産税について，次の３点の改善を求めている。①税制上の耐用年数

　　を改善し，実態に即した年数に延長するとともに，課税期間を施設解体撤去時延長すること，②大規

　　模償却資産に係る頭打ち制度の撤廃，③地方交付税の基準財政収入額への算入基準について，原子力

　　発電施設に対する特例措置である。なお，当該協議会の会長は敦賀市長が就任している。

　23）注21に同じ。
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